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しかし当該原則は、そもそも個別的具体的又は
1．はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般的包括的とする認定の尺度が曖昧で、とても

我が国では、憲法上、国会を「唯一の立法機関　　授権法をめぐる憲法適合性審査の指標となり得る

（41条）」と位置づけるものの、立法過程は様々　　ものではなかった＊4。その結果、現在の委任実務

な局面で行政機関に侵食され、また他方で、社会　　の状況を端的に表現すれば、議会は極めて概括的

主義国家さながらに計画行政が蹟雇する現代行政　　な立法権の委任を行い、委任後は何らの統制も加

では、基本法及び委任立法の多用化によって、国　　えず、他方で、裁判所もその憲法適合性審査には

会は一般的基準を定立するに止まり、法規範の具　　極めて消極的で、憲法41条の趣旨を形骸化せしめ

体化は行政裁量に委ねられている。斯様な立法機　　る杜撰な状況が継続し、またかかる状況が固定化

能の「道具化」が益々推し進められる中で、立法　　してきたと言わざるを得ないのが実情である。

権に対する行政権の優位は決定的なものとなって　　　そこで本稿では、委任立法論の現状打開に向け

いる＊’。就中、現代行政国家の趨勢に伴う委任立　　た新たな端緒を開くべく、専ら民主主義的視座か

法の質的量的拡大は、もはや閑却を許さない状況　　らその統制を図る従来型の議論から脱却を図りつ

である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ、新たに権力分立的視座からこれを捉え直す必

かかる委任立法の拡大に対して、これまで我が　　要性及びその為の方法論を提示してゆきたい＊5。

国の公法学は、その統制に向けた様々な議論を展　　但し、本稿における委任立法の統制とは、司法統

開してきた。但し、我が国における委任立法論＊2　制を意味するものではない。司法統制に内在する

は、専ら議会主義・民主主義という視座から論じ　　困難な現実的問題は、委任事項の限界論破綻と伴

られる傾向が強く、抑制・均衡という視座からの　　に明確に示されてきた。今後、重要視されるべき

検討を十分に成熟させてきたとは言い難い。それ　　は、寧ろ事後的な議会統制である。具体論とし

は飽くまで憲法41条との整合を図る文脈から、委　　て、本稿では、委任立法への事後的議会統制とし

任事項の限界付けに特化した議論であったと言え　　て「議会拒否権制度＊6」の導入を提唱してゆきた

よう。即ち、従来の学説・判例は共に、委任立法　　い。

の合憲性を承認する一方で＊3、個別的具体的な立　　　そして就中に、本稿は、当該制度と我が国の憲

法権の委任は許されるが、一般的包括的な白地委　　法体系との整合性に主たる関心を有するものであ

任は許されないとの原則に基づき、専らその許容　　り、以下では、制度の法的有効性に関する検証作

され得る委任事項の限界を探ってきた訳である。　　業を基軸に議論を展開するものとする。蓋し、我
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が国の公法学では、これまで委任立法への事後的　　の蓄積など殆ど皆無であって、最高裁は常に抽象

議会統制という議論自体が主たる関心対象とはさ　　的かつ粗雑な論証によって委任立法の憲法適合性

れず、結果、当該制度の必要性を唱える見解はあ　　を肯定し、当該基準形骸化への途を歩んできたの

りながらも＊7、かかる研究領域においては外国法　　が実情である＊12。

制度に関する業績を散見し得るのみで＊8、我が国　　　例えば、国家公務員法102条1項＊13の憲法適合

の法体系との整合性等につき、憲法解釈論上及び　　性を争った猿払事件判決＊14において、多数意見

政策論上、十分な深化がなされずにきている。こ　　は、国公法102条1項の委任の趣旨は法の合理的

のような文脈から、本稿は、決して自明ではない　　解釈から導かれ得るとのみ謳い、同条項が懲戒処

当該制度の法的有効性について、その手続面及び　　分と刑罰の対象となる政治的行為の規定であるに

実体面から検証を加えるものである。　　　　　　も拘わらず、その委任事項につき禁止される行為
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の内容及び範囲を全く明示せず、一一様に委任して2．我が国における委任立法の現状

いても、憲法の許容する委任の限界を超えないと

まず我が国の委任立法とその統制に関する現状　　判示しているが、当該多数意見の理論は、粗雑な

を若干整理してみたい。我が国の行政立法は、質　　委任立法論の極みであり、かかる抽象論をあたか

的にも量的にも議会の立法を大きく凌駕している　　も自明の如く言ってのける姿勢に徴してみると、

ことは周知の通りである。例えば、ここ数年の範　　最高裁は、もはや委任立法に関する憲法適合性の

囲で見ても、毎年、概して議会立法の10倍以上の　　判断基準を確立する作業を放棄したと言っても過

政省令が制定されており、さらにその政省令の絶　　言ではあるまい。事実、司法の場では、それ以

対的規模は現在も拡大傾向が続いている＊9（下表　　降、委任立法の問題は、憲法適合性審査よりも授

参照）。かかる量的な問題にもまして、さらに問　　権法律との適合性審査に関心が向けられる傾向に

題視されるべきは、議会立法に対する行政立法の　　あったと言える＊⊥5。その結果、国家公務員法第

質的凌駕である。即ち、我が国の議会立法は概し　　102条1項は一貫して合憲視され、その他、学校

て委任事項が多すぎて、その内容は政省令と照合　　教育法第21条＊16や国土利用計画法5条＊17等の包括

しなければ理解できないという状況がありなが　　的白地委任の典型とも言える諸規定についても、

ら、他方で、その委任の仕方が極めて包括的・白　　その法的有効性が承認されてきたのである。

地的である。これは包括的白地委任と看取され得　　　この点、アメリカ合衆国は、行政機関に対する

る立法権委任に起因する問題である。　　　　　　　連邦議会の権限委任に関して、判例上、「委任法

前述した通り、我が国の判例が、憲法41条にお　　理（delegation　doctrine）」と呼ばれる原則を確立

ける「唯一の立法機関」性との整合を図る文脈か　　し、積極的な司法統制を行った経験を有する。当

ら、議会から行政機関への立法権委任は、個別的　　該委任法理は、議会が権限委任に際して、①その

具体的でなければならず、「一般的包括的白地委　　目的を明示すること、また②被委任権限の行使範

任」は許されないと学説と同様の指標を掲げなが　　囲、法形式及び行使方法について明確な基準を設

らも＊11、他方で、当該「一般的包括的白地委任」　　定しておくことを要求する。かかる目的の明確化

なる基準が如何なる要素から構成されるのか、そ　　及び行為基準の設定により、裁判所も受任機関の

の規範内容を具体化・明確化する作業については　　裁量喩越濫用を司法審査する際の基準となし得

消極的であった事実は否めない。上記指標に基づ　　る。そして当該委任法理は、我が国の一般的包括

き委任事項の許容範囲を精緻化する判例の蓄積が　　的白地委任の禁止原則を具体化する指標となり得

期待されながらも、むしろ実際には、かかる判例　　るものであり＊18、我が国にも継受されるべきとの

政省令の制定数推移＊1°

公布年　　　　　　　1980　1985　1990　1995　2000　2003　2004　2005

法律　　　　　　　　　109　　109　　82　　111　　226　　192　　147　　167

政省令（規則を含む）　1012　　931　　936　1472　1574　1615　2011　1788
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指摘はもちろん傾聴に値する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3．議会拒否権制度と憲法41条　但し、この有効と思われた委任法理について、

これまでの経緯をみてみると、実は、アメリカ連　　　（1）議会拒否権の制度枠組について

邦最高裁においても、当該法理が厳格に適用され　　　そもそも議会拒否権（Legislative　Veto）とは、前

違憲判決が下された事例は1930年代の数件に止ま　　述の「委任法理」の形骸化を補完すべく、アメリ

り＊19、以降では次第に緩和化そして形骸化される　　力合衆国で1970年代以降に多用された政治制度

傾向にある。事実、連邦最高裁は、所謂New　　で、その制度枠組は以下の通りである。即ち、当

Deal以降、例えば「公正（just）且つ合理的（reason一　該制度は、議会が自らの権限＊26を執行府又は行政

able）＊2°」、「公共利益（public　interest）＊2ユ」、或いは　　機関に委任する際に、最終的決定権を議会に留保

「公平（fair）且つ公正（equitable）＊22」等といった　　しておくことにより、当該権限委任に基づく行政

極めて抽象的な基準でさえ合憲判断を下している　　裁量に対して民主的統制を確保せんとする手法で

のである。就中、1970年代以降、委任法理の要件　　ある＊27。そして、当該議会拒否権の行使形態は、

が極めて形骸化の様相を呈している事実は否め　　各授権法の個別規定に基づき多様であるが、通常

ず、寧ろ、非常に広範な政策目的及び抽象的な行　　は①連邦議会の何れか一院による単独決議（sim一

為基準しか設置されていない、いわば白紙委任と　　ple　resoluti・n）、若しくは②両院による賛同決議

でも言うべき権限委任でさえ、現代行政国家にお　　（c・ncurrent　res・lution）、又は③特定の委員会決

ける効率性及び機動性の観点から許容される傾向　　定、その何れかに基づくものが一般的である＊28。

にあるのが現状である＊23。　　　　　　　　　　　また連邦議会に提示された執行案（executive　pro一

かかる状況の背景要因としては、議会の専門技　　posal）への意思表示は、一定期間内（通常60日乃

術的能力の限界や時間的即応能力の限界、さらに　　至90日以内）に、連邦議会が承認決議を下さなけ

政策状況が不安定でかつ予想し得ない局面が多々　　れば、当該執行案は発効し得ないと積極的に示さ

存在する複雑な行政過程が挙げられるが、当該行　　れる場合（承認型）と、期間内に連邦議会から否認

政国家の現状を所与のものとすれば、事前に委任　　決議が下されなければ、執行案は効力を発すると

立法の限界を授権法律中に設定する方法論に現実　　消極的にしか示されない場合（否認型）とがあ

的な無理が存するものと評価し得る＊24。そしてこ　　る＊29。

れらの事情は、我が国にも共通認識として成り立　　　かかる制度枠組による議会拒否権が、我が国の

つものである。即ち、我が国の学説・判例が専ら　　法体系に馴染む制度であるのか問題となる。尤

議会主義・民主主義的視座からのみ当該委任立法　　も、本稿にいう議会拒否権とは、飽くまでも我が

論を捉えてきた為、自ずとかかる委任立法の限界　　国の議会権限を前提とする以上、議会の権限委任

付論に内在する困難な問題に直面してきたものと　　に基づいた「行政立法」への統制という文脈のも

看取されよう。然らば、時代の趨勢として、委任　　ので、アメリカの制度枠組よりは遥かに限定され

立法における行政裁量に対する統制は、事前的な　　た範疇での議論であるが、然りとて、我が国はイ

方法論から事後的な方法論への転換を余儀なくさ　　ギリスの如く議会主権の伝統を持つものではな

れていると言わざるを得ない。　　　　　　　　　く、また憲法41条の最高機関性に法的意味を与え

また以上の文脈から、委任立法への有効な事後　　ない以上、行政権との関係一つを取り上げてみて

的統制としては、委任法理に基づく司法統制では　　も当該制度の法的有効性は自明のものではない。

なく、むしろ議会統制という方法論に可能性を見　　そこで我が国の憲法体系との整合性を手続面及び

出す他ない＊25。そこで以下では、議会統制の一手　　実体面から検証する必要が生じる＊3°。

段として議会拒否権制度という方法論を取り上

げ、当該制度を我が国へ導入する際の看過し得な　　　（2）議会拒否権と権力分立原理について

い論点として、その憲法上の手続的・実体的適合　　　まず議会拒否権制度の導入に際して第一義的な

性及び運用上の立法政策問題等について順次検討　　論点は、総論として我が国の権力分立原理に馴染

してゆくものとする。　　　　　　　　　　　　　むものであるのか、両者の整合性を図る作業が必
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要となる。即ち、議会拒否権制度は、委任立法の　　帰は事実上不可能と言う他ない棚。また何よりも

効力発生要件に議会の承認を留保することで、行　　この形式主義モデルに立脚すれば、我が国におけ

政裁量への事後的議会統制を担保せんとするもの　　る議会拒否権制度は許容され得ず、寧ろ、今後も

であるが、かかる手続は委任立法の制定過程を議　　議会は従来の立法過程の枠組に固執させられるこ

会と行政機関双方に共有せしめることとなり、こ　　とになる。この点、我が国において委任立法問題

れは我が国の実定憲法規範である権力分立原理と　　を打開困難な状況へ追い込んだのは、まさに権力

抵触する可能性がある。我が国では、従来、司法　　分立原理解釈に際して形式主義的視座に傾倒し過

審査において、権力分立違反を違憲審査基準とし　　ぎた、換言すれば、「抑制・均衡」という要素に

て直接用いる経験を有してこなかった経緯から　　対する認識の希薄さが大きな要因として指摘し得

か、かかる認識について極めて希薄であるが、当　　ることを忘れてはならない。

該制度と権力分立原理との整合性は、決して自明　　　そこで本稿では、我が国でも権力分立原理を形

の理ではなく、以下における制度の法的有効性を　　式主義モデルではなく、機能主義モデルから捉え

探る前提として原理上看過し得ない問題である。　　直す必要性を提唱しつつ、とりわけ委任立法論の

この点、権力分立原理の解釈方法に関して、ア　　文脈では、立法事項を議会の専権事項と位置づけ

メリカ合衆国では、前述した如く形式主義モデル　　他機関の介在を一一切排除するという制度枠組では

と機能主義モデルという類型が見受けられる梱。　　なく、寧ろ、権限委任に基づく行政裁量への議会

即ち、前者は、まず憲法上の授権条項を以て政府　　統制機能（「抑制・均衡」原理）を重視して、委任

の立法・執行・司法という権力作用を完全分割す　　立法の制定過程を議会と行政機関に共有せしめる

る固定的な定則と解した上で、これらを相互排他　　制度枠組の有効性を提示するものである。以下で

的に捉えて、例外的な政府機関相互の共有領域は　　は、斯くの如く委任立法の制定過程を議会と行政

憲法典が明文で承認する以外は一切認めない厳格　　機関に共有せしめた場合に生起する具体的な憲法

解釈をとる＊32。これに対して後者は、現代統治構　　問題について検証してゆきたい。

造における有機的な政治的生（1ife）を重視しなが

ら、実定の権力分立規定を固定的な定則ではな　　　（3）議会拒否権の法的性格について

く、ある程度の可変性（variability）を有する一つ　　　本稿における議会拒否権とは、権限委任に基づ

の基準として捉え、憲法上で三政府機関へ授権さ　　く行政の委任立法を発効せしめる為の議会の認定

れた権限の中核的機能（core　function）を侵害しな　　行為であるが、果たして当該権限行使は立法作用

い限りで、各機関相互の権限共有も認められると　　であるのか、或いは行政作用であるのか、以下の

いう柔軟解釈を導く＊33。　　　　　　　　　　　　議論の前提として、その法的性格を確認する必要

従来、我が国の権力分立論は、専ら、国家機能　　がある。

をア・プリオリに立法権、行政権、及び司法権に　　　これを仮に、…旦、議会が権限を行政機関に委

三分割されるとの認識の下で、各々の概念定義・　　任した以上、かかる権限委任に基づく行政の立法

機能分類作業に傾倒してきた感が否めず、アメリ　　は行政作用の範疇であって、故にその効力発生の

力流に言えば、形式主義モデルに該当するものと　　認定行為も行政作用として特徴付けるならば、議

評価し得る。就中、行政国家への抑制策として、　　会が委任立法に拒否権を行使することは行政権侵

行政権の積極的定義付け作業や、立法権の積極的　　害と看取され得る蜥。これは前述の議論で機能主

定義に基づいた憲法上許容される委任事項の範囲　　義モデルに立脚すれば直ちに解消され得る問題で

確定作業に終始してきた経緯は、かかる視座を如　　もなく、機能主義モデルに立ちつつも、議会拒否

実に物語っている。しかしながら、形式主義モデ　　権の行使によって憲法上の「立法権」或いは「行

ルが抱える問題は、準立法的及び準司法的権限を　　政権」の中核的機i能（core　function）が侵害されな

併せ持つ独立行政委員会の存在一つを取り上げて　　いか検討する余地がある。

みても明白であり、高度に複雑化した現代行政国　　　この点につき、行政機関に委任したが故に、こ

家を所与のものとすれば、形式主義モデルへの回　　れを行政作用と捉えるのは形式論に過ぎる。寧
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ろ、今一つの視座として、当該委任立法への統制　　であると解されよう。逆にすべての議会立法が議

機能を立法作用と捉え、そして憲法自身が、かか　　員発議に基づいたとしても、今日、議院法制局や

る機能を議会の権限範疇として黙示的に承認して　　委員会調査室、国立国会図書館等の立法補佐機関

いると解釈する方が妥当である。何故なら、委任　　には各省庁からかなりの数の官僚が出向している

立法論の範疇で考慮すれば、当該行政の委任立法　　実情に鑑みれば、それはスタッフ政治ではないか

は議会からの授権を前提としており、そこで行政　　との批判が付随しよう。要は、「議会」という監

が規定する対象はそもそも法律事項であるからで　　督装置を起案の段階で設けるのか、それとも議決

ある。さらに、当該法律事項の定立を行政に委任　　の段階で設けるのかという時機の問題に帰着する

する場合に、議会はその立案から決定までの全て　　が、委任立法論の場合、事前の条件付けが言義会立

の過程を行政裁量に委ねなければならない道理は　　法の場合よりも困難又は不可能であるから行政機

存せず、委任事項は規定の提案のみに限定し、そ　　関に委任するのであって、その点を考慮すれば、

れに対する最終的決定権はなお議会に留保した形　　行政の起案に対する議会の監督・統制という制度

での委任も可能と看取される。換言すれば、この　　枠組の方がより説得力を持つ。

場合の議会による立法権委任は完全な委譲型の委　　　また議会拒否権を立法作用と捉えることは、以

任ではなく、その一部を限定的に委任した部分的　　下の手続的問題を生起させる。即ち、言義会拒否権

委任である以上、委任立法への同意権や拒否権　　制度は実に多様で、現実的には常に総体としての

は、議会に留保された権限（留保的立法権）を行使　　議会が膨大な数の委任立法を直接統制することは

しているに過ぎず、これを憲法上違憲視する必要　　不可能であり、寧ろ、多くの場合に、委任立法の

性はどこにも存しない＊36。斯くの如く議会拒否権　　効力発生要件が、衆議院若しくは参議院の何れか

を立法作用と捉えれば、反射的に行政権侵害の危　　一院の決議、又は委員会の決定に委ねられるであ

険性は解消されよう＊37。　　　　　　　　　　　　ろうことは想像するに難くない＊4°。となれば、議

会拒否権を立法作用と評価する限り、我が国での

（4）議会拒否権と立法手続について　　　　　　　一院拒否権或いは委員会拒否権は、これを特別に

斯様に、議会拒否権を立法作用と位置づけた場　　承認する憲法上の規定が存在しない以上、憲法59

合、当該権限行使には以下の如き憲法上の諸問題　　条1項の二院主義（bicameralism）＊4’の原則に抵触

が惹起し得る。即ち、まず第一に、憲法41条にお　　する可能性が生じる。

ける「唯一の立法機関」性を所与のものとして、　　　そこでまず一院拒否権の立法手続問題について

法律事項の提案を行政機関に委任した上で、議会　　検討すると、授権法の規定上明文で委任立法の発

がこれに承認又は拒否の決定を下すという立法過　　効要件を衆議院又は参議院の何れかの決議に付託

程の共有が果たして実体的に許容されるか問題と　　することは、憲法上、二院主義原則との抵触を回

なろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　避し得ないであろう。尤も、当該二院主義原則の

この点については、機能主義モデルに立脚しつ　　要請を形式上満たしながら、実体的に一院拒否権

つ、たとえ提案権を行政機関に委ねたとしても、　　制度の利点を担保する方法はある。即ち、議会拒

立法過程の核心は法の確定作用（議決）に存するも　　否権制度には、委任立法の発効要件に議会の積極

のであって、最終的決定権が議会に存する限りは　　的な承認決議を要求する「承認型」と、また議会

違憲の問題は払拭し得ると評価するのが妥当であ　　の否認決議が採択されないことを発効要件とする

る。これは内閣法案提出権の議論に類似する。勿　　　「否認型」が存するが、この前者に基づいた場

論、内閣法案提出権には現在もなお根強い否定説　　合、実際には、衆議院又は参議院の何れかの一院

が存するが柵、内閣の提案権が議題採択及び審議　　が承認しなければ当該発効要件は満たされないこ

過程で議会の決定権を拘束しない限り、その法的　　ととなる。これは衆・参何れか一院の不承認に

有効性は許容され得ると共に＊39、また立法過程の　　よって行政の委任立法案を葬り去る効果を有して

共有手続は、議会と内閣相互の緊密な協働による　　おり、行政統制という文脈では、否認型の一院拒

国政運営を前提とした議院内閣制にはより適合的　　否権行使と実体的に異ならない。当該「承認型」
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の手続を採用すれば、授権規定上は憲法59条1項　　審査することが能力的に可能なのか、議会の実体

の要件を満たしつつ、実体的に一院拒否権の利点　　的な負担処理能力につき検討を加える必要があ

を担保した統制方法を確保し得る。　　　　　　　　る。即ち、議会審議の時間的制約あるいは専門技

さらに他方で、憲法上より深刻な問題を生起さ　　術的能力といった委任立法を不可避とする要因

せるのは委員会拒否権である。今日、議会の実質　　が、そのまま議会拒否権の限界として跳ね返って

的審議機能が委員会に存することを考慮しても、　　くる可能性は当然に予測され、実際に議会が十分

また議会拒否権の効率的運営を担保する為にも、　　な統制機能を果たし得るのか疑問が生起する棚。

かかる統制機能が委員会へ移行することは不可避　　この問題は、アメリカ連邦議会よりも立法補佐機

である。しかし、衆・参の何れか一院の意思決定　　構の整備が遅れている我が国の議会においては、

さえも要求されない当該委員会拒否権は、二院主　　より深刻な問題を提起することとなる。

義原則との関係ではより深刻な手続問題を内包す　　　確かに、議会が議案審査に関して現実に対応し

る。蓋し、当該委員会拒否権についても同様、授　　得る質的量的許容範囲は限られている為に、かか

権規定上明文で委任立法の発効を特定の委員会決　　る否定的な見方が生じることは当然である。しか

定に委ねることは、上記二院主義原則との抵触は　　し、かかる議会の負担は、委任事項の重要度に応

免れまい。この現実上の要請と憲法規範との整合　　じたpriority設定及びそれに基づく議会拒否権の

性を担保させる方法が模索されなければならな　　留保方法によって、相当程度が緩和し得るものと

い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考えられる。即ち、議i会拒否権条項を設置する際

これも専ら政策論上の提言となるが、授権規定　　に、議会の積極的意思表示を求める「承認型」を

上は通常の両院による議会拒否権の形式を採るこ　　採用すれば、当該委任立法の発効には必ず議会の

とで憲法59条違反の問題を回避しながら、実体的　　承認決議が要求され、議会は大きな負担を背負い

に委員会拒否権を運用する方法がある。即ち、現　　込むこととなる。ところが、言義会に否認されない

在の国会法は、議案の審議について委員会中心主　　限りで委任立法の発効要件を満たす「否認型」を

義を採用し、特に緊急を要する場合を除いては、　　採用した場合には、委任立法の発効に議会の積極

法律案の審議は適当な委員会に付託され欄、さら　　的意思表示を必要としないことから、かかる留保

に当該委員会において議院の会議に付さない決定　　形式に基づけば、議会は過剰な負担を背負い込む

をした議案は、特別の場合を除き廃案となる手続　　ことを回避し得る＊47。

規定を有する＊43。この国会法の手続に基づけば、　　　但し、ここで留意されるべきは、議会拒否権制

付託された委任立法案は、所定の委員会に拒否さ　　度がそもそも「委任法理」の実質的崩壊から生じ

れた場合、本会議の姐上には載せられず廃案とな　　た空隙を補完すべく創設された経緯に鑑みれ

る。また逆に委員会で可決された議案は、議院の　　ば＊48、広範な権限委任に基づく行政立法に対して

会議に付されても、通常は質疑も行わず承認され　　議会の最終的な意思表示を明確に示すことに重要

るのが例である。かかる有効な現行規定に則って　　な意義があると言うべきであり、かかる観点から

実体的に委員会拒否権と異ならない制度枠組が運　　議会拒否権の設置形式は可能な限りで「承認型」

用可能である糊。尤も、当該手続規定は、衆・参　　に基づくことが要請されるということである。蓋

両院における議院規則の改定によって担保する方　　し、「否認型」の議会拒否権条項を設置した場

が望ましい。何故なら、これは本来議院内部の議　　合、一定期間内に議会が否認決議を可決しない限

事手続であるから、議院規則で担保しておけば、　　りで行政の委任立法案は発効することとなるが、

議院の自律権を背景に憲法適合性の問題を真正面　　これは議会の不作為によって政策内容が決定する

から回避し得るが故である＊45。　　　　　　　　　結果をもたらす。かかる状況は当該政策に対する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議会責任の不明確化をもたらし、寧ろ、議会拒否4．運用上の諸問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　権制度の本来的趣旨を埋没させる危険性すら生じ

最後に、議会拒否権制度の導入に際して、果た　　せしめる＊49。そこで全ての委任立法にその発効要

して議会は行政による膨大な数の委任立法を逐一　　件として議会の積極的意思表示を留保しておくこ
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とが望ましいことは言うまでもないが＊5°、現実の　　で授権法との適合性が担保される可能性も高ま

議会の負担処理能力には限界があり、政策的な対　　り、実際に議会が拒否権を行使する機会も相対的

応が図られねばならない。　　　　　　　　　　　　に抑制され、結果的に、議会が過度な負担を背負

この点で行政への委任事項の重要度に応じて　　い込む危険性も回避され得るはずである。勿論、

priorityを設け、　priorityの高い委任事項には必ず　　これで議会の能力的問題がすべて解消される訳で

「承認型」の議会拒否権を留保し、逆にpriority　　はなく、他方で、審査に耐え得るだけの専門性・

の低い事項には「否認型」の議会拒否権で対応す　　技術性を担保するべく、立法補佐機構の拡充・強

るという方法が現実的である。このpriority設定　　化が肝要であることは言うまでもない。さらに当

に際しては、罰則や課税の有無を含めて憲法上の　　然、議会拒否権制度の導入は議会に新たな負担を

法定事項か否か、委任事項に関わる国民の権利義　　課すこととなるが、その負担は委任実務の現状の

務の性質及びその権利義務に与える影響の程度、　　中で、憲法規範を担保するための必要最低限の代

制定する機関の政治的性質等といった諸要素に基　　価として議会は甘受するべきであろう。
つくことが要請されよう。例えば、憲法上の罪刑　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5．結びにかえて法定主義（憲法31条）や租税法律主義（同30条・84

条）に関する本来的法定事項には当然に議会の積　　　これまで我が国の公法学は、憲法41条の文脈に

極的意思表示が求められるし、また法律の委任を　　ついて言えば、前述の如く、権力分立原理を形式

前提とする罰則の設置（憲法73条6号但書）や新た　　主義的視座から捉え、その排他的立法所管事項の

な国民の権利義務の創設に関わる場合（内閣法ll　措定に傾倒してきたと言わざるを得ない。そして

条・国家行政組織法12条4項）についても同様の　　これに付随して、我が国の委任立法論は、排他的

要請が働く。さらにその人権の性質に応じて、例　　立法所管事項との整合性を図る文脈から、一般的

えば、表現の自由等の民主政の過程を支える人権　　包括的白地委任は許されないという机上の抽象的

の場合には、その重要性から議会の積極的統制が　　原則論に終始してきた。その結果、議会立法に対

より強く要請される。他方で、国民の法的権利義　　する行政立法の圧倒的な優位を常態化せしめ今日

務に直接関わらない行政組織の編成権等について　　に至っているのである。さらに、委任立法の質的

は、組織編成の合理性が担保される限り消極的意　　量的拡大は際限を知らず、いよいよ拡大を続ける

思表示で足りると評価し得よう＊5’。また政治過程　　様は、もはや静観を許さない事態に至っている。

からの独立性・中立性が要請される領域について　　　現代行政国家の如く、議会の専門技術性や機動

も同様、議会統制の必要性は減退されるため、消　　性が十分に担保され得ない状況では、議会の排他

極的な意思表示で足りるものと解される＊52。　　　　的権限領域は縮小され、相対的に行政との競合領

以上の如く、議会の審議瀧力に付随する内在的　　域拡大が招来されざるを得ない。そしてかかる状

問題はその運用次第で相当程度が回避し得ると考　　況を所与のものとすれば、議院内閣制の枠組内で

えられるが、さらに議会拒否権導入に伴う議会の　　は、政策決定過程は政府提案に発し、議会はそれ

負担問題については、今一つ以下の点が指摘し得　　に対する同意若しくは修正同意又は拒否という監

よう。即ち、議会拒否権制度における何よりの有　　督・統制機能に力を注ぐべきであり、唯一の立法

効性は、事実上ほぼ完全な行政裁量＊53だった委任　　機関性に過度に固執すべきではない。機能主義的

立法の制定過程に議会の審査権を介在せしめ、抑　　視座から、委任立法の制定過程にも抑制・均衡の

制・均衡の原理を担保することで、行政機関に対　　法理を担保せしめ、事実上行政機関の自由裁量と

して自らの政策案が拒否される可能性を認識させ　　されてきた委任立法に、議会の監督・統制機能を

ることにある粗。そして議会統制の機会が担保さ　　設置すべきである。そしてその為の方法論とし

れていることを自覚した行政機関は、議会の拒否　　て、委任立法に対して事前的統制から議会拒否権

権が発動されないように予め議会の意向を踏まえ　　制度の如き事後的統制への転換を図るのは、まさ

て、議会法の趣旨に適合的な委任立法を提案せざ　　に時代の趨勢と言うべきである。

るを得なくなる。となれば、委任立法の制定過程　　　尤も、41条を含めた権力分立原理という実定規
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範の捉え方には多様な見方があり得ると共に、ま　　＊3　一般に委任立法の合憲性を支える根拠として

た当然、議会拒否権制度に否定的な見解もあり得　　　は、形式的根拠として憲法73条6号但書と共に撮大

よう。ただ厳格な三権の分離が政府権力の均衡を　　　判昭25・2・1刑集4巻2号73頁は同号但書を以て

もたらすという形式主義的理解は、明らかにフィ　　　委任立法の合憲性を自明のものとする）・実質的根拠

クションである。何故に権力の分離が権力の均衡　　　としては①現代型立法の専門性’技術性・②事情の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変化に機敏に対応し得る機動性、③多数者の意思決と直ちに連携するのか、これは自明の理ではな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定に馴染まない公平性・中立性等が挙げられるが（杉い。そもそも当該原理の目的が、専制権力の排除

村敏正「委任立法」公法研究14号2頁、芦部信喜
であり、法の支配の促進であり、延いては国民の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『憲法と議会政』247頁以下、阪本昌成『憲法理論

自由保障である点に鑑みれば、権力分立原理の可　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1』（補訂第三版）279頁以下等）、本稿では改めて当該

変性を前提としつつ・時々に応じて当該目的に最　　　委任立法の合憲性を議論することはしない。かかる

も適合的な方法論を選択すべきであろう。かかる　　議論は既に過去のものであり（上村貞美「議会による

認識は、権力分立原理が有機的な政治的生におい　　　委任立法の統制」香川法学5巻2号58頁（1985））、委

て稼働すべきことが要求される統治原理である限　　　任立法という法形式を否定し得ない状況の中では、

り不可欠である。　　　　　　　　　　　　　　　　これを所与のものとして、如何に憲法41条との整合

従って、我が国でも、機能主義的権力分立観か　　　性を担保するかという問題の解決がより肝要と言え

ら委任立法論を捉え直し、硬直化した現状を打開　　　よう・芦部信喜「日本の立法を考えるにあたって」

すべく、今後、議会拒否権制度の導入を真摯に検　　　ジュリスト805号14頁同旨。

討する意義は少なくないはずである。本稿で若干　　＊4　宮澤俊義（芦部信喜補訂）『全訂日本国憲法』

の検討を加えた通り、我が国の憲法体系において　　　577頁同旨・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊5　ここでの権力分立原理とは、国家権力作用の相も議会拒否権制度の法的有効性は十分に承認し得　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　互排他的な権限領域の確立を志向する「形式主義

る。現代行政国家において効率的な行政運営を図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的」権力分立ではなく、寧ろ、各権力作用の核心を

るべく、際限のない委任立法の質的量的拡大が進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　侵害しない範囲で相互の権限領域の共有と牽制を志

行する一方で・それと相対的に唯一の立法機関性　　　向する「機能主義的」権力分立を指称する。この

の法理は凋落の一途にある。かかる状況の下で・　　　「形式主…義（f。rmalism）」及び「機能主…義（functi。naト

行政効率を担保しつつ、他方で、憲法41条の趣旨　　　ism）」という用語は、アメリカ合衆国における公法

を調和的に回復させるには、現在の段階では、当　　　学上の区分である。この点、我が国の憲法学は、従

該議会拒否権制度をおいて他に選択肢はないもの　　　来、形式主義的権力分立観を前提とする傾向があ

と評価し得よう＊55。　　　　　　　　　　　　　　　り、その影響から委任立法の限界付け論への傾倒が

あったものと考え得る。尚、当該アメリカ権力分立

論の詳細については、拙稿「権力分立と憲法解釈」

注　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　六甲台論集（法学政治学篇）第49巻1号1頁以下を参

＊1　手島孝「行政国家の問題」公法研究36号1頁以　　　照されたい。

下。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊6　本稿3．（1）参照。尚、さらなる詳細は、拙稿

＊2　まず本稿における委任立法とは、「唯一の立法機　　　　「合衆国連邦議会による行政統制一議会拒否権制度

関」である国会（憲法41条）がその本来的専管事項（立　　　の運用をめぐって一」六甲台論集（法学政治学篇）第

法事項）の定立権限を法執行機関に委譲し、それに基　　　44巻3号61頁以下参照。

づき一定の範囲内で法執行機関が定立する法形式を　　＊7　芦部・前掲注（3）254頁、杉原泰雄「現代におけ

指称する。従って、例えば、地方公共団体の議会が　　　る国会の役割」法律時報72巻2号11頁、大石眞「憲

制定する条例のうち法律の授権に基づくものも委任　　　法問題としての「国会』制度」佐藤・初宿・大石編

立法とは言えるが、その性質の相違から本稿の考察　　　　『憲法五十年の展望1』139頁以下。

対象とはしない。また行政立法と呼ばれる概念にお　　＊8　上村・前掲注（3）、八木保夫「イギリス議会によ

いても、訓令・通達等の国会からの授権に基づくこ　　　る委任立法の事後統制」議会政治研究21号93頁等。

とを要しない行政規則とも当然に区別するものとす　　＊9　官に対する政治主導を提唱する小泉政権発足以

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　降でさえ、政省令の絶対的規模は拡大を続け、ここ
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3年間の政省令公布数は平均で1805本と20年前の約　　　準を規定するという方法そのものが、後述する委任

2倍の規模である。　　　　　　　　　　　　　　　　立法の限界論に内在した現実的問題であることも併

＊10　各年度のデータは法令解説資料総覧の別冊「法　　　せて指摘しておきたい。

令索引」から集計した数値である。　　　　　　　　　　＊15　委任立法への司法統制論は二通りの文脈に分類

＊11最大判昭和27・12・24刑集6巻ll号1346頁（火薬　　　される。一つは委任する授権法律自体の憲法適合

類取締法違反事件）において、罰則の設置に際しては　　　性、そして今ひとつは法律の委任に基づく行政立法

授権法の具体的委任を必要とし、「広範な概括的な委　　　の授権法適合性に対する司法統制である。前者は、

任」の違憲性を示唆している。　　　　　　　　　　　　　「唯一の立法機関」性や租税法律主義、或いは罪刑

＊12　最高裁がこれまでに憲法適合性審査の文脈で個　　　法定主義との関連で、議会立法が自ら規律すべき法

別具体的委任に基づかない政省令に対して積極的に　　　律事項を規定しているか問題とされる（最大判昭和49

無効と判示した事例は、昭和27・12・24刑集6巻ll　　　・ll・6刑集28巻9号393頁（国家公務員法猿払事

号1346頁（火薬類取締法違反事件）のみで、かかる特　　　件））。また後者は、行政立法が、授権している議会

殊な事例を除けば、国家公務員法102条1項による授　　　立法に抵触していないか（例えば委任の範囲を逸脱し

権を一貫して合憲としてきた最高裁判例の傾向から　　　ていないかなど）が問題とされる。この点、我が国の

みても（最大判昭和33・3・12刑集12巻3号501頁、　　　最高裁では、委任立法に対する司法統制という場

最小判昭和33・5・1刑集12巻7号1272頁、最大判　　　合、専ら、授権法との適合性審査に傾倒し、授権法

昭和49・11・6刑集28巻9号393頁他）、最高裁が「一　　　自体の憲法適合性が問題とされる事例は稀有である

般的包括的白地委任」の規範内容を具体化する努力　　　ように看取される。例えば、最大判昭和46・1・20

をしてきたとは言い難い。またこれ以降も、判例　　　民集25巻1号1頁（農地法農地売渡処分事件）、最小

上、当該基準の再構築は行われていない。　　　　　　　　判平成2・2・1民集44巻2号369頁（銃刀法刀剣登

＊13　「職員は、政党又は政治的目的のために、寄付金　　　録拒否処分事件）、最小判平成3・7・9民集45巻6

その他の利益を求め、若しくは受領し、又は何らの　　　号1049頁（監獄法幼年者接見不許可処分事件）、最小

方法を以てするを問わず、これらの行為に関与し、　　　判平成14・1・31民集56巻1号246頁（児童扶養手当

あるいは選挙権の行使を除く外、人事院規則で定め　　　法資格喪失処分事件）等々は全て後者の範疇である。

る政治的行為をしてはならない」　　　　　　　　　　　＊16　「検定の申請に係る教科用図書に関し調査審議さ

＊14　当該猿払事件判決（最大判昭和49・11・6刑集28　　　せるための審議会等については、政令で定める」

巻9号393頁）における多数意見は、公務員の職種や　　＊17　「国は、政令で定めるところにより、国土の利用

裁量権の有無、さらに公務員の私人としての活動を　　　に関する基本的な事項について全国計画を定めるも

全く考慮せず、非常に粗雑な論証によって、前述の　　　のとする」

如き過度に包括的な委任規定を合憲と判断したが、　　＊18　アメリカ合衆国憲法では、第1条の「一切の立

これは司法審査のあり方として無責任と言わざるを　　　法権は、合衆国議会に属する」とする規定を背景

得ない。尚、この点につき懲戒処分と刑罰を伴う場　　　に、判例上、当該法理が展開されてきたが、これは

合の委任を区別し、後者に厳格審査を適用した反対　　　我が国の憲法第41条で規定する「唯一の立法機関」

意見は評価に値する。但し、当該反対意見について　　　条項と同義と解される。かかる法的背景に鑑みれ

も、受任「機関を指導又は制約すべき目標、基準、　　　ば、当該「委任法理」について日本国憲法の枠組内

考慮すべき要素等を指示」することを要件としてい　　　でも同様に適用され得ることは否定し難いものと言

る点は支持し得るが、他方で「これを明示する必要　　　えよう。大浜啓吉「委任立法における裁量」公法研

はなく、当該法律の他の規定や法律全体を通じて合　　　究55号174頁同旨。

理的に導き出されるものであってもよい」と謳い、　　＊19執行府への広範な権限委任に違憲判決を下した

権限委任の目的及び基準の明記を求めない姿勢には　　　最高裁判決として、P侃α〃ηRく伽’η8　Cα眠Ry研，

疑問を覚える。蓋し、かかる反対意見の判断枠組を　　　293U．S．388（1935）、及び3c舵c厩r　Poμ1〃ッCo胆．　v＆

前提とすれば、如何なる規定から如何なる基準を導　　　σ纏643∫α’θ5，295U．S，495（1935）、また私人への権

き得るのか明確性を欠き、解釈者の理解によって複　　　限委任に違憲判決を下した最高裁判決として、Cαπεr

数の目的及び基準が導き出し得る危険性が払拭し得　　　y＆Cαr’8r　Coα1　Co．，298　US．238（1936）がある。

ない、これが憲法41条が要請する十分な指標とは言　　＊20　368勲8gβro＆＆Moor加α4　v5．ση舵43’α∫63，280

い難い。尤も、この様に事前に被委任権限の行使基　　　US．420，431（1930）；EP。C　v＆Hop6　N伽rα1　Gα5
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Co．，320　U．S．591，600－03（1944）．　　　　　　　　　　条項の創設に際して、第39国会では、本稿で提起し

＊21∫ε8惚w｝り汝C6砿56c．　Coψ．り5．こ1η’∫645’o’65，　　　た憲法問題についてまるで念頭に置かれていない。

287US．12，21（1931）；〈伽∫’oηα1　Broα4co5”η8　Co．　y5．　　寧ろ、同法109条に基づく政令が緊急命令的な性質を

ση舵43’α’ε5，319US．190，225－26（1943）．　　　　　　　有している為に、当該行政裁量への議会コントロー

＊22∫8ε｝敏螂v5．ση舵4∫’o∫63，321　US．414，426－27　　　ルの必要性が強調され、同法109条4項の有効性は極

（1944），　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めて積極的に承認された経緯がある。

＊23Marshall判事は、かかる「委任法理」の実態に　　＊31前掲注（5）参照。

ついて、「現実的要請から実質上破棄された、絶滅寸　　＊32Gary　Lawson，76rr”of観Govθrη〃～8η’∫研4’加五’〃2”5

前の状態」であると言及している。388Fε4εrαZ　Pow8r　　φFor〃～α〃∫〃～，78　Cal．　L．　Rev。853，857－58（1990）．

Co〃翻∬’oηv∫．ノV6w　Eη81翻4　Pow6r　Co．，415　U．S．　　　その他に形式主義モデルに立つ学説として、　Geoffrey

345，352－53（Marshall，　J．，　concurring）（1973），　　　　　　　P．　Miller，1屈印8η46η∫Ag8ηcla亨，1986　Sup．　Ct．　Rev．41，

＊24　Robert　F．　Nagel，7加加8’510”v6　Vαo，7劾Coη∫’”配一　　　57－58．；Lee　S．　Liberman，ル10所∫oηv．αgoη’AFor1ηα！一

”oη，Aη4　7抽　Coκπ5，3Constitutional　Commentary　　　　∫5”c　P6r5ρθc∫’vθoηW加Co配π脚5　Wmηg，38　Am．　U．　L．

61，62（1986）．；Note，　Cんα励ααηゐんθ蜘η48Z88α”oη　　　Rev．313（1989）．；Martin　H．　Redish＆Elizabeth　J．　Cisar，

Doαr加ε’D4～η’π8αR8∫’r’α84　L69’∫1α∫’りθVθ’o，94　Yale　　　　“ヴAη8613曜r8∫o　Gov6rバ」7加く鹿dl／bf　Prα8贋α∫’c　Foハ

L．J．1493，1495　（1985）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加α〃5漉’η∫ψoro”oηqブPow群∫7一加oκy，41　Duke　L．

＊25委任立法の憲法適合「生審査は、委任法理を前提　　　J．449（1991）．；Steven　G．　Calabresi＆Kevin　H．　Rhodes，

として成立し得るものであるから、当該法理が実際　　　銃8∫胤c解副Coη誼’磁o硲砺磁びEκ8c加6，　P伽α1ノ陸
上機能しない今日、司法統制の有効性は認められな　　　4’dα押，105Harv．　L．　Rev．1153（1992）．；Thomas　W．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7

い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Merrill，η～8　Coη∫’”磁’oηα1　P〃ηc1ρ1θげ∫6ρ醒磁oηq〃）ow一

＊26　ここでアメリカ連邦議会により委任される立法　　　6r5，1991　Sup．　Ct．　Rev．225等がある。

権限とは、．一．般的抽象的規範の定立たる趣旨におけ　　＊33　Peter　L．　Strauss，ηz8　PZαc8げA88ηd8∫’ηGovβrη一

る立法権に限られず、個別法律（private　law）に基づく　　　〃28刀∫’58ραr磁oηqプPowεr3αη4　F侃〃h研雌cん，84

特定個人又は団体を名宛人とした規範定立をも範疇　　　Colum．　L．　Rev．573，577－81（1984）．その他に機能主

とし、さらには連邦憲法第1条第8節18項をめぐる　　　義モデルに立つ学説として、Peter　L，　Strauss，　Fo朋01

最高裁の包括的解釈∫θ8ル1’C配〃och　v3．ル4α酬伽4，17　　　α磁F朋c’∫oηα1　A〃roαcぬ8∫∫o∫砂αrα∫∫oη一（ザPow8r5

U．S．316，421（1819）に基づき拡大された極めて広範　　　（2聯∫∫oη5」A　F（，o〃∫ん1ηcoη∫’5∫6ηcy？，72　Cornell　L．

な概念である。かかる特殊アメリカ的な立法概念を　　　Rev．488（1987）．；Abner　S．　Greene，　C加cん∫伽4　Bα1一

前提として、連邦議会の議会拒否権を通じた統制　　　αηc63∫ηαηErαげ、Prθ∫’46η”α’加wηαん’ηg，61　u．　Chi．　L。

は、行政立法のみならず、様々な行政活動にも広範　　　Rev．123（1994）．；Cynthia　Farina，3∫α擁o伊Z鷹ηアrαα一

に及ぼされる。尤も、我が国の議会には斯様な広範　　　加ηoη4’舵B‘’1αηc8σPowr’η’舵A4〃加厩rα’lv8

な権限行使は認められず、本稿での考察対象も議会　　　5嬢8，89Colum．　L．　Rev．452（1989）．；Martin　Flaherty，

からの授権に基づく行政立法への統制に絞ったもの　　　η181吻5∫Dαη88ro麗5βrα励，105　Yale　L．　J．1725

とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1996）．；Lawrence　Lessig＆Cass　R．　Sunstein，艶8

＊27　Stanley　C．　Brubaker，5Zo配c屠ηg　7bwα雇Coη5∫1’躍一　　　Pr85’48肛α雇魚8　A4雁η∫5磁∫loη，94　Colum．　L　Rev．1

∫’oηα1D尻1y！η～6　L8g’31α”v8　V6’o侃♂’舵D8188α”oηげ　　　（1994）．等がある。

A融orめ・，1Constitutional　Commentary　81，82（1984）．；　　＊34　当該権力分立論の詳細については、拙稿・『前掲

Joseph　Cooper＆Patricia　A．　Hurley，η昭L6g孟∫1α卿6惚∫o’　　　注（5）を参照されたい。

APo1’cy　Aηα1y5’3，10　Congress＆The　Presidency　1，　2　　　＊35　Robert　G．　Dixon，η～8　Coηg耀∬’oη認V8∫oαη456ρα一

（1983）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　盟”oη6ゾPow6r∫’7み6　Ex8c班’v80ηαL8α訥？，56　N．　C．

＊28　LouIs　FlsHER，　THE　PoLmcs　OF　SHARED　PowER　73　　　　L．　Rev．423，466　（1978）．

（3rd　ed．1993）．　　　　　　　　　　　　　　　　　＊36　手島・前掲注（1）29頁、山下健次「現代日本の立

＊2914．；Brubaker，∫岬rαnote　27，　at　82，；Cooper＆　　　法府」公法研究47号40頁同旨。

Hurley，∫μρrαnote　27，　at　6．　　　　　　　　　　　　　＊37　尤も、議会拒否権が立法作用だとしても、それ

＊30　この点、我が国では唯一であるが災害対策基本　　　が行政権固有の権限を制限する場合には憲法違反の
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わる問題であり、議会拒否権に内在する問題ではな　　　COη8r8∬’0ηα1　COη∫roJσA♂〃2’η’3’r磁V6　R6g認α∫’0η！A

い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5∫μの（ゾL68’3’α∫’v6　V8∫06∫，90　Harv．　L．　Rev．1369，

＊38　杉原泰雄「内閣の法案提出権」奥平一杉原編　　　1373（1977）．

『憲法演習教室』219頁。　　　　　　　　　　　　　＊49Note，　C肋識α侃4　f加／Voη4818g磁oπ∠）oc’r’π8’D6一

＊39　阿部照哉『憲法（改訂）』198－99頁。　　　　　　　　．伽’ηgαR65∫r’c’θ4乙68’51α∫’v8　Vθ∫o，94　Yale　L．」．1493，

＊40　まず議会拒否権の授権方法として、例えば、内　　　1502－03（1985）．

閣法11条や国家行政組織法12条の如き一般法条項を　　　　尤も、「否認型」の議会拒否権を留保した場合で

改正して、包括的に政省令に対して議会拒否権を留　　　　も、行政の政策案に対して明確な否認決議を下さな

保するのか、或いは、個別の授権法に留保するのか　　　いことは議会の消極的意思表示の表明と解釈するこ

という問題があるが、議会拒否権制度の内実は極め　　　とが可能で、権限行使の機会を担保されていなが

て多岐に渡るため、一般的な規定方法よりも個別法　　　ら、それを敢えて行使しなかったという事実は、当

による規定に委ねた方が妥当と思われる。以下では　　　該政策責任の所在が議会に存することを示すものに

個別法に基づく議会拒否権条項を前提に話を進める　　　他ならず、決して議会の政策責任回避は許されない

こととする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と評価する方がむしろ自然ではないか。

＊41憲法59条1項は「法律案は、この憲法に特別の　　＊50∫88’4．at　1503．

定のある場合を除いては、両議院で可決したとき法　　＊51　ここで議会拒否権制度を導入する今一つの利点

律となる」と規定するが、立法過程における当該二　　　として、我が国の訴訟体系では、個人の法的権利義

院によるチェックシステムを本稿では便宜上「二院　　　務に直接関連せず司法統制が及びにくい行政組織等

主義」と呼称するものとする。　　　　　　　　　　　　の問題についても、議会統制ならば統制が可能だと

＊42　国会法56条2項。　　　　　　　　　　　　　　　　いうことが指摘し得る。

＊43　国会法56条4項。　　　　　　　　　　　　　　　　＊52　この点で、猿払事件で問題とされた国公法102条

＊44　この点、委員会拒否権についても以上の如く手　　　に基づく人事院規則に関しては、人事院という政治

続的な問題は克服し得るが、他方で実体的に考察す　　　的中立性が要請される独立機関が制定する委任立法

れば、本来、議会全体の意思で決定すべき法律事項　　　ではあるが、当該委任事項は表現の自由に関わるだ

を一委員会の決定によってその採否が左右されるこ　　　けでなく、また違反すれば刑罰の対象とされている

とは疑問視される余地があろう。しかしながら、委　　　点に鑑みれば、逆に二重の文脈から議会の積極的な

員会の構戒員は、議会内各会派の所属議員の比率に　　　意思表示が強く要請される事例と評価し得る。

よって、これを各会派に割り当てて選任することと　　＊53　勿論、個別の法律で審議会への諮問や関係人へ

されている（会派按分比例主義、国会法46条1項）。　　　の意見聴取を要求する場合も例外的に存するが、委

即ち、委員会とはいえ各会派の規模に応じて、各会　　　任立法の制定過程は基本的にまったくの行政裁量に

派はその代表を委員会の構成に加えることができる　　　委ねられている。平岡久「行政立法」雄川・塩野・

以上、議会統制の趣旨に反するものではないと評価　　　園部編『現代行政法体系2』85頁以下参照。

し得る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊54　八木・前掲注（8）99－100頁同旨。

＊45学説・判例は共に議院の議i事手続に対する裁判　　＊55本稿では、当該制度の日本国憲法体系に対する

所の司法審査権を否定している。宮澤・前掲注（4）　　　整合性を主に手続的側面から検証してきたが、実質

596頁、最大判昭和37・3・7民集16巻3号445頁参　　　的には以上の如き法理論的な問題に止まらず、現実

照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に当該制度を導入した場合に、我が国の議院内閣制

＊46Carl　McGowan，　Coη8r63＆C側r4側4　Coη’ro1σ　　　の特質・政治的土壌を踏まえて、果たして実際に機

DεZ6go∫64、Pow6r，77　Colum．　L．　Rev．1119，1145－46　　　能し得るのか検証する必要がある。即ち、我が国の

（1977）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議院内閣制という制度枠組の中で、議会と行政府間

＊47　この点、アメリカ合衆国では、1983年C肋融α　　　の緊張関係を如何に維持し、そして議会拒否権制度

事件判決までに設置された議会拒否権条項の84％が　　　を如何に実質的に機能させてゆくのかという政治力

否認型であることは興味深い。∫88103S．　Ct．2811－16　　　学的考察を欠かす訳にはいかないが、この問題につ

（Appendix　to　Opinion　of　White，　J．，　dissenting）　　　　　　　いては別稿を予定しているのでそちらに譲ることと

＊48　Nagel，5叩rαnote　24，　at　62．；Bruff＆Gellhorn，　　　する。
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